最上町木造住宅耐震改修補助事業交付要綱
平成26年４月１日
訓令第10号
改正　令和４年３月11日訓令第10号
（目的及び交付）
第１条　最上町長は、地震発生時における住宅の被害軽減を図るため、最上町が住宅の耐震改修工事を行う者に対して補助金を交付する事業（以下「補助事業」という。）を行う場合において、最上町補助金等の適正化に関する規則（昭和47年最上町規則第２号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内において補助金を交付する。
（用語の定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1)　住宅　最上町内に存する住宅で、自らが所有し、かつ、自らが居住する建築物をいう。なお、所有者及び居住者は次のいずれかにも該当しないこと。
　　イ　暴力団員等（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員及び暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）
　　ロ　自己、その属する法人若しくは法人以外の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等を利用している者
　　ハ　暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供給する等暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与している者
　　ニ　その他、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有する者
(2)　耐震診断　建築士（建築士法（昭和25年法律第202号）第２条第２項から第４項までに定める一級建築士、二級建築士又は木造建築士をいう。）が住宅の耐震性能を木造住宅一般診断法又は精密診断法（平成18年国土交通省告示第184号（以下「告示」という。）に基づく方法）により調査し、診断することをいう。
(3)　評点1.0　告示において、「地震の震動及び衝撃に対して一応倒壊、又は崩壊しない」と定められた住宅の耐震指標をいう。
(4)　耐震改修工事　耐震診断の結果に基づき、住宅の評点を上げる改修工事（工事後に評点1.0以上となるものに限る。）であって、次条に定める要件に該当するものをいう。
(5)　県内業者　山形県内に住所を有する個人事業者又は山形県内に本店若しくは主たる事務所を有する法人をいう。
（交付対象者）
第３条　補助金の交付を受けることができる者は、次に掲げる全ての要件を満たすものとする。
(1)　住宅の耐震改修工事を行う者
(2)　申請時において最上町内に住所を有する者又は工事完了報告書の提出までに最上町内に転入し居住する者
(3)　耐震改修工事を行う住宅に居住する全員について国税、地方税、国民健康保険税、介護保険料及び上下水道料金等の諸税に滞納がないこと。
(4)　最上町暴力団排除条例（平成23年12月最上町条例第12号）第２条第３号に規定する暴力団員等又は第２条第１号に規定する暴力団若しくは暴力団員等と密接な関係を有する者でないこと。
(5)　補助金申請年度の２月28日まで、支払いの確認がとれる領収書の写しと完了報告書を提出できる者。
(6)　町が実施する他の制度による補助を受けていない者。（もがみの家需要創出事業、暮らそう最上！移住・定住促進事業、最上町木造住宅耐震診断補助事業を除く。）
（補助対象工事）
第４条　補助金の交付の対象となる工事（以下「補助対象工事」という。）は、県内業者と請負契約を締結する耐震改修工事とする。
（補助金の額）
第５条　補助金の額は、補助対象工事を行う住宅１戸につき、耐震改修工事に要する費用の２分の１に相当する額又は100万円のいずれか低い額とする。

２　前項の規定の耐震改修工事に要する費用には、工事に付随する設計及び工事監理に要する経費並びに消費税及び地方消費税を含むことができる。
３　第１項の規定により算定した補助金の額に千円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。
４　補助金の交付は、補助金申請年度の４月１日以降に着手され、当該年度の２月28日までに竣工する補助対象工事を行う住宅1戸につき、１回に限るものとする。
（補助金の交付申請）
第６条　規則第５条に規定する補助金等交付申請書の提出期限は最上町長が別に定める日とし、書類は次のとおりとする。
(1)　補助事業に係る工事見積書
(2)　最上町税の納税証明書又は滞納がないことの証明書
(3)　住民票の写し

(4)　補助事業を実施する前の工事箇所の写真
(5)　見取り図

(6)　耐震改修工事設計書

(7)　耐震改修工事詳細図
(8)　耐震診断結果報告書の写し

(9)　その他最上町長が必要と認める書類
２　補助金の交付申請は、住宅１件につき年度内１回限りとする。
（補助金の交付決定）

第７条　最上町長は、前条の規定による申請書を受理したときは、その内容を審査し、適正と認められた場合は、補助金の交付を決定し、補助金交付決定書（別記様式第２号）により申請者に通知するものとする。
（工事の変更又は中止）
第８条　前条の規定により交付決定を受けた者（以下「補助決定者」という。）は、耐震改修工事の内容変更又は中止について承認を受けようとする場合は、規則第７条第１号の規定により、あらかじめ最上町やまがたの家需要創出事業変更（中止）承認申請書（別記様式３号）を最上町長に提出しなければならない。

２　最上町長は、前項の申請があったときは、当該申請に係る書類等を審査し、申請内容の変更又は中止について認められたときは、最上町やまがたの家需要創出事業変更（中止）承認申請書（別記様式４号）により補助決定者に通知するものとする。
（実績報告）
第９条　規則第14条に規定する補助事業等実績報告書の提出期限は、補助金申請年度の２月28日とし、添付すべき書類は、次のとおりとする。
(1)　補助事業に係る工事請負契約書の写し
(2)　補助事業実施中及び完了時の工事箇所の写真（実施前写真と比較できるもの）
(3)　補強部材の仕様書の写しと補強部材設置の写真

(4)　工事代金領収書の写し
(5)　交付金の振込先通帳の写し
(6)　請求書兼口座振込申込書

(7)　第６条に規定する交付申請時に最上町内に居住していなかった補助決定者については、住民票の写し
(8)　その他最上町長が必要と認める書類
（補助金額の確定）

第10条　最上町長は、前条の規定による報告があったときは、報告書等の審査及び調査等を行い、その報告を適正と認めた場合は、交付すべき補助金の額を確定し、規則第15条に規定する補助金の額の確定通知書により補助決定者に通知する。
（補助金額の請求）

第11条　補助決定者は、前条の規定による補助金額の確定の通知を受けたときは、速やかに補助金等交付請求書を最上町長に提出しなければならない。
（交付決定の取消及び補助金の返還）

第12条　最上町長は、補助決定者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付決定を取消すことができる。

(1)　偽りやその他不正の手段により補助金の交付決定を受けたとき。
(2)　補助金の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。
(3)　その他最上町長が補助金の交付決定を取消すべき事由があると認めたとき。
２　前項の規定により補助金の交付決定を取消された交付対象者が、既に補助金の交付を受けているときは、最上町長の請求に応じ、交付を受けた補助金を返還しなければならない。
（その他）
第13条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、最上町長が別に定める。
　　　附　則

　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
様式１号
　　　　年　　月　　日　
　最上町長　　　　様
申請者　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　印
最上町木造住宅耐震改修補助事業交付申請書
　　　　年度において最上町木造住宅耐震改修補助事業について、交付されるよう、最上町補助金等の適正化に関する規則第5条の規定及び、最上町木造住宅耐震改修補助事業交付要綱に同意の上、同要綱第6条により、関係書類を添えて申請します。
記
（１）補助事業に係る工事見積書の写し
（２）最上町税の納税証明書又は滞納がないことの証明書
（３）住民票の写し
（４）補助事業を実施する前の工事箇所の写真
（５）見取り図
（６）耐震改修工事設計書
（７）耐震改修工事詳細図
（８）耐震診断結果報告書の写し
（９）その他最上町長が必要と認める書類
様式２号
最建設第　　　　　号
　　　　年　　月　　日
申請者　
　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　最上町長　　髙橋　重美
最上町木造住宅耐震改修補助事業交付決定通知書
　　年　　月　　日付けで（変更）交付申請のありました最上町木造住宅耐震改修補助事業については、最上町補助金等の適正化に関する規則（昭和47年3月規則第2号）及び、最上町木造住宅耐震改修補助事業交付要綱に基づき、下記のとおり交付することに決定したので通知します。
記
補助金の額　金  　　　　円
様式３号
　　　　　年　　月　　日
　最上町長　　　　様
申請者　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　印
最上町木造住宅耐震改修補助事業変更（取下げ）申請書
　　　　年　　月　　付けで交付決定のあった事業について、事業の変更(取下げ)をしたいので下記のとおり申請いたします。
記
（１）事業の名称　　最上町木造住宅耐震改修補助事業
（２）変更(取下げ)の理由
（３）変更(取下げ)に係る事業の内容及び金額
様式４号
最建設第　　　　　号
　　年　　月　　日
申請者
　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　最上町長　　髙橋　重美
最上町木造住宅耐震改修補助事業変更（取下げ）承認書
　　　　　年　　月　　日付で交付申請のありました、最上町木造住宅耐震改修補助事業の変更(取下げ)について承認しましたので通知します。
様式５号
　　年　　月　　日　
　最上町長　　　　様
申請者　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　印
最上町木造住宅耐震改修補助事業実績報告書
年　　月　　日付け最建設第　　　　号をもって補助事業の交付の決定の通知があった最上町木造住宅耐震改修補助事業について、最上町補助金等の適正化に関する規則第14条の規定及び、最上町木造住宅耐震改修補助事業交付要綱に基づき、その実績を関係書類を添えて報告します。
記
（１）補助事業に係る工事請負契約書の写し
（２）補助事業実施中及び完了時の工事箇所の写真（実施前写真と比較できるもの）
（３）補強部材の仕様書の写しと補強部材設置の写真
（４）工事代金領収書の写し
（５）交付金の振込先通帳の写し
（６）請求書兼口座振込申込書
（７）その他町が必要と認める書類
様式６号
最建設第　　　　　号
　　年　　月　　日
申請者
　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　最上町長　　髙橋　重美
最上町木造住宅耐震改修補助事業の額の確定について（通知）
　　年　　月　　日付け最建設第　　号で交付決定した標記補助金については、
年　　月　　日付けで提出のありました最上町木造住宅耐震改修補助事業実績報告書に基づき、最上町補助金等の適正化に関する規則（昭和47年3月規則第2号）第15条の規定により、補助金の額を金　　　　　　　円に確定します。
記
振込予定日
様式７号
　　　　　　年　　月　　日　
　最上町長　　　　様
申請者　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　印
最上町木造住宅耐震改修補助事業請求書
　　　　年　　月　　日付最建設第　　　号で額の確定した、最上町木造住宅耐震改修補助事業　　　　　　　　円を交付されるよう請求します。
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